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■ 投資家・投資額倍増を目指して始まる新 NISA 

2024年1月に新NISAが始まる。新NISAは現行NISAに対して年間投資枠の拡大や非課税期間の無期限

化など大幅に制度が拡充される。 

新NISA導入の背景にあったのが、政府が2022年11月に打ち出した「資産所得倍増プラン」である。

同プランの基本的な考え方は、「家計がリターンの大きいリスク資産に投資しやすい環境を整備する

ことで、家計の金融資産拡大を図るとともに、企業へのリスクマネー供給を通じ企業価値向上につな

げる」であり、その目玉として、NISAの拡充・無期限化（現行NISAの新NISAへの刷新）が据えられ

た。新NISAは5年間で「投資額の倍増（NISA累計買付額を28兆円から56兆円に）」「投資家の倍増（NISA

口座数を1,700万口座から3,400万口座に）」の目標達成が期待されている。そこで本稿では、現行NISA

の活用状況やそれ以外のリスク資産保有を促す要因について、これまでの変化を振り返ったうえで、

新NISAへの期待と課題について考察してみたい。 

■ 現行 NISA は 50 歳代以下で活用。つみたて NISA がリスク資産保有を促した可能性 

はじめに、現行NISAの買付額や口座数の活用状況を振り返ると、年齢階層別では50歳代以下で進

んだほか、2018年に導入されたつみたてNISAがリスク資産保有を促した可能性を示唆している。 

図表1  NISA買付額（年齢階層別） 図表2  NISA買付割合（制度別） 

  
（出所）金融庁より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 （出所）金融庁より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

39.2%

64.0%

30%

40%

50%

60%

70%

0

1

2

3

4

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

（兆円）

（年）

50歳代以下
60歳代以上
50歳代以下の割合（右軸）

つみたてNISA開始

3%

30%

97%

70%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2018 2019 2020 2021 2022
（年）

つみたてNISA 一般NISA

つみたてNISAの割合は3割まで上昇

2023年 12月 27日 



2 

 

まず、2014年NISA開始以降の買付額の推移をみてみよう。年齢階層別では50歳代以下で買付額が増

加しており（図表1）、制度別では、つみたてNISAの比率が年を追うごとに高まっている（図表2）。

次にNISA口座数の保有割合を年齢階層別にみても、50歳代以下で上昇がみられる（図表3）。 

50歳代以下でNISA活用が進んだ点、つみたてNISAの活用が増えている点を踏まえると、50歳代以下

の必ずしも金融資産が潤沢ではない層にとって、つみたてNISAが投資手段として馴染みやすく、投資

活動を促したと考えられる。この点について、年齢階層別に預貯金をリスク資産に振り向けた割合を

みても、50歳代以下の層、特に20～40歳代でリスク資産へ振り向けた割合が2020年頃から増えている

（図表4）。ただし、NISAの制度以外の要因もリスク資産増加を促した可能性があるため、次に制度

以外でリスク資産保有活動に影響を与える要因を考察する。 

■ リスク資産保有は同資産の収益性の高まりが主因、NISA はその動きを促進 

リスク資産の保有に影響を与える要因としては、日銀（2017）などによれば、①投資促進制度のほ

か、②金融リテラシー、③将来不安、④リスク資産の収益率、などがあるとされている。そこで以下

では①投資促進制度以外の要因が、リスク資産増加に繋がったかを確認する。 

まず、②金融リテラシーについてだが、金融広報中央委員会「金融リテラシー調査」によれば、金

融教育を受けた割合は2016年以降7％程度の低い水準が続き、正誤問題（資産形成）における正答率も

5割程度でほとんど変化はみられない（図表5）。また、③将来不安についても、金融広報中央委員会

の調査では、老後が不安と回答した割合は、2014年以降以降8割程度での推移が続いており、こちらも

大きな変化がなさそうだ。これらの結果からは、金融リテラシーや将来不安にここ数年で大きな変化

がなく、したがってリスク資産保有活動への影響も限定的と考えられる。 

一方で、④リスク資産の収益率については2020年頃から金融商品の選択基準に「収益性」を挙げる

割合が上昇、特に50歳代以下の資産形成層で大きく上昇している（図表6）。想定される要因として、

2020年央頃から日経平均株価などのリスク資産の株価は上昇基調にあり、リスク資産の収益性が高ま

ったことが、投資マインド向上に繋がった可能性が示唆される（図表7）。 

図表3 年齢階層別の人口に占める 

NISA口座保有割合 

図表4 預貯金からリスク資産へ振り向けた割合 

  

（出所）金融庁より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 （出所）金融広報中央委員会より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ

作成 
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まとめると、2020年以降のリスク資産の収益性の高まりが投資行動を変化させ、その中でつみたて

NISA制度が特に50歳代以下の投資活動を促進させたのではないか、と推察される。 

■ 現行 NISA 同様、50 歳代以下で活用拡大が期待。但し政府目標のハードルは高い 

以上のような現行NISAに対する評価を踏まえ、新NISA制度に期待できる効果と課題について考察

してみよう。 

まず、現行NISAと新NISAの制度を比較すると、非課税投資枠の拡大と非課税保有期間の無期限化が

最大の特徴である。その点で制度面の拡充が図られており、現行のNISA利用者の買付額の拡大、或い

は現行NISAの非利用者の一部が新たに口座を保有する可能性は相応にあると考えられる。一方で、今

回の新NISA制度はあくまで現行のNISAの制度の拡充であることを踏まえると、今回の制度変更によ

って効果が期待されるのは、現行NISAと同様に50歳代以下の層になりそうだ。 

また、現行NISAの評価でみた通り、リスク資産の収益性が高まっていることも重要だ。その点でみ

ずほリサーチ＆テクノロジーズ（2023）では、日経平均株価は2024年前半にかけ一旦調整するものの、

2024年後半以降は上昇を続ける見通しとしている（図表7）。そのため、リスク資産の収益性は2020年

から2021年にかけての急速な改善幅ではないにしろ、今後徐々に高まっていくとみている。 

以上を踏まえると、リスク資産の上昇を背景に、50歳代以下中心に新NISAの口座数・買付額が、過

去のトレンド並みに増加していく可能性はありそうだ1。ただ、それだけでは政府目標の達成はやや至

らず（図表8）、目標実現には新NISA以外のもう一段の取組を期待したいところだ。 

■ 更なる投資行動を促すには「金融リテラシー向上」と「資産移転」がポイントに 

更なる投資促進を図るうえで重要なのが、これまで改善がみられなかった「金融リテラシー向上」

をいかに図るかだろう2。政府もその点は認識しているとみられ、資産所得倍増プランでは金融経済教

育の充実を第五の柱として掲げている。具体的には、金融リテラシー向上にむけ2024年をメドに金融

経済教育推進機構を設立し、官民一体となった教育を全国的に実施するとしている。同機構の具体的 

図表5 金融教育を受けた割合、正誤問題正答率 図表6 金融商品の選択基準に「収益性」を挙げる

割合 
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取組はまだ未確定な部分もあり現時点で評価は難しいが、実効性のある取組・推進を期待したい。 

それ以外に、金融リテラシー向上に向け民間企業が取組可能な事項として、企業型確定拠出年金（以

下、企業型DC）の更なる普及・強化が重要と筆者は考える。企業型DCは加入者に対して投資教育を実

施する義務があること、また、本制度を活用した個人が制度外でも株式投資・投信保有3することも期

待できるためだ。2023年10月時点で企業型DC加入者は約800万人、確定給付年金加入者も加えれば約

1,700万人いるが、正規労働者4が約3,600万人いることを踏まえれば、単純な試算ではあるが、もう一

段の増加余地はあるだろう。 

また、「資産移転」も重要なポイントだ。60歳代以上の年齢階層の金融資産は約1,200兆円と、家計全

体の6割超を占めているが、現行NISAの評価でみた通り、60歳代以上の投資促進が進まないことは大

きな課題となっている。もっとも、長い目でみれば、相続により資産移転が進んでいくと考えられ、

太田他（2023）によれば、団塊世代が80歳代に突入する2030年代は350兆円近い金融資産が相続で移転

するとしている。政策的にはこうした資産移転を早期に促すことも、リスク資産の保有を促す上で重

要だろう。現行の制度としては「相続時精算課税制度」があるが、同制度で現在18歳以上としている

受贈者の年齢要件を0歳へ引き下げるととともに、2023年に終了する未成年者を対象としたジュニア

NISA制度を、将来的に新NISA同様の制度内容で復活させるということも一つの考え方だろう。 

これまで長く実現しなかった貯蓄から投資の実現に向け官民挙げて取り組み、家計の金融資産拡大

と、企業へのリスクマネー供給を通じ企業価値が向上する好循環が実現することを期待したい。 

 

 

 

 

 

 

 

図表7 日経平均株価の推移と予測 図表8 過去のトレンドを延伸した場合の累計買

付額と政府目標額 

  

（注）2023年10～12月期以降はみずほリサーチ＆テクノロジーズ予測 

（出所）Refinitiv、INDBより、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

（注）2023 年以降の数値は 2014～2023年 9 月までの買付額のトレ

ンドを延伸した値 
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1 なお、NISA 活用が株価上昇を押し上げる面も一部あると考えられるが、本稿では株価上昇などのリスク資産価値上昇が
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4 総務省「労働力調査(基本集計)」における雇用者の正規の職員・従業員数 

 
 

 

 

本コンテンツに関するアンケートに

ご協力をお願いします

 

●当レポートは情報提供のみを目的として作成されたものであり、取引の勧誘を目的としたものではありません。本資料は、当社が信頼できると判断した各種データに基

づき作成されておりますが、その正確性、確実性を保証するものではありません。本資料のご利用に際しては、ご自身の判断にてなされますようお願い申し上げます。ま

た、本資料に記載された内容は予告なしに変更されることもあります。なお、当社は本情報を無償でのみ提供しております。当社からの無償の情報提供をお望みになら

ない場合には、配信停止を希望する旨をお知らせ願います。 

【PR】 YouTubeⓇ動画「MHRT Eyes」・各種 調査リポート（無料）を配信中！（「YouTube」は Google LLC の登録商標です） 

      ～国内外の経済・金融動向など幅広い分野について、エコノミスト・研究員が専門的な知見をご提供～ 

  ▽メルマガ（登録無料）では、配信をいち早くお知らせしております。下記より是非お申込みください 

 
 

  （QR コードはデンソーウェーブの登録商標です）      

お問い合わせ：みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社 調査部メールマガジン事務局 

（03-6808-9022, chousa-mag@mizuho-rt.co.jp） 

https://www.mizuho-rt.co.jp/publication/mailmagazine/research/index.html 

https://mizuhobank.au1.qualtrics.com/jfe/form/SV_3dAY89yQ4zM8IpU
https://mizuhobank.au1.qualtrics.com/jfe/form/SV_3dAY89yQ4zM8IpU
https://mizuhobank.au1.qualtrics.com/jfe/form/SV_3dAY89yQ4zM8IpU
https://mizuhobank.au1.qualtrics.com/jfe/form/SV_3dAY89yQ4zM8IpU
mailto:chousa-mag@mizuho-rt.co.jp
https://www.mizuho-rt.co.jp/publication/mailmagazine/research/index.html

